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令和8年度改定の全体像

改定率

＋2.03%
処遇改善分 ＋1.95%

食費（基準費用額） ＋0.09%

「強い経済」を実現する総合経済対策（令和7年11月21日 閣議決定）、大臣折衝（令和7年12月24日）を

踏まえ、令和8年度に実施される「期中改定」です。

施行スケジュール

令和8年6月～ 処遇改善加算の拡充 令和8年8月～
食費の基準費用額の
見直し
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令和8年度改定の全体像

食費（基準費用額） ＋0.09%

令和8年6月～ 令和8年8月～

３



本資料で扱う内容

本資料では、令和8年度改定のうち「事業所の運営に関わる主な事項」を説明します。

①
介護職員等処遇改善加算の拡充

対象拡大・上乗せ区分・新設サービス（※本資料は概要のみ／別資料で詳細）

②
食費の基準費用額の見直し

令和8年8月～ 1日あたり100円引上げ

③
やむを得ない事情による人員欠如の特例的取扱い

一定の要件のもと、3割減算を猶予

④
協力医療機関連携加算の要件変更

定期的な会議の開催頻度を緩和

処遇改善に関する加算は、別資料で詳しく説明します。本資料では概要のみをご案内します。
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① 介護職員等処遇改善加算の拡充

処遇改善加算の要件・加算率・申請方法などの詳細は、別資料で説明します。ここでは全体像

のみをご案内します。

拡充の3つのポイント

• 対象の拡大：加算の対象を「介護職員のみ」から「介護従事者」に拡大（加算率を引上げ）。

• 上乗せ区分の新設：生産性向上・協働化に取り組む事業者に、上乗せの加算区分（加算Ⅰロ・Ⅱロ）

を新設。

• 新設サービス：これまで対象外だった 訪問看護（1.8%）・訪問リハ（1.5%）・居宅介護支援等（

2.1%）に処遇改善加算を新設。

賃上げのイメージ（介護職員） 月1.0万円（3.3%）＋ 生産性向上・協働化で+0.7万円

（2.4%）＝ 最大 月1.9万円（6.3%）

施行は令和8年6月～。算定にあたっては、別資料「・・・」にて詳細な要件をご確認ください。
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② 食費の基準費用額の見直し

食費の基準費用額を 1日あたり100円 引上げ（1,445円 → 1,545円）

食材料費の上昇等を踏まえ、令和9年度改定を待たずに見直すものです。

負担限度額（食費・1日あたり）の変更

利用者負担段階 令和8年7月まで 令和8年8月から 変更

第1段階 300円 300円 据え置き

第2段階 390円 390円 据え置き

第3段階① 650円 680円 ＋30円

第3段階② 1,360円 1,420円 ＋60円

• 低所得者（第1・2段階）の負担は据え置きです。基準費用額と負担限度額との差額は、補足給付（特

定入所者介護サービス費）として介護保険から給付されます。

• （参考）診療報酬でも令和8年6月～、入院時の食費を40円/食引上げ。
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② 食費の基準費用額の見直し
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③ やむを得ない事情による人員欠如の特例

通所・多機能・入所・居住系サービスでは、介護職員・看護職員・介護支援専門員等の配置が人員基準

を下回ると、原則3割の減算が行われます。

やむを得ない事情による人員欠如は、一定要件のもと減算を猶予

突発的で想定が困難な事象による人員欠如が生じた場合、職員確保に取り組む事業所は、1年

に1回に限り、3か月を超えない期間は減算を猶予（介護・看護職員が必要員数から1割を超え

て減少した場合を除く）。

「やむを得ない事情」の例

• 感染症の拡大で入所者が急増、または職員が

感染し出勤できない

• 職員・家族の突発的な体調不良で1か月超の

不在が見込まれる

• 職員の自己都合による急な離職が複数重なっ

た

猶予を受けるための要件

• ハローワーク（公共職業安定所）やナースセ

ンター等の無料職業紹介を活用して確保に取

り組む

• 一部職員へ過度な負担とならないよう、適正

な労働時間管理・体制整備を行う

• 取組内容を報告する

※「やむを得ない事情による人員欠如の特例」は、令和８年６月の算定分から適用されます。
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③ やむを得ない事情による人員欠如の特例
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④ 協力医療機関連携加算の要件変更

令和6年度改定で新設された「協力医療機関連携加算」について、定期的な会議の開催頻度が緩和されま

す。対象は 介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護医療院 です。

定期的な会議の開催頻度の見直し

現行

概ね 月1回以上 開催
（電子的システムで入所者情報を随時確認できる

体制がある場合は 年3回以上）

→

見直し後

• ICTで情報共有を行う場合：年1回

• 行わない場合：原則 年3回

• 「定期的な会議の負担が重く、会議を行えていない」ため加算を算定できない施設が多いことを踏ま

えた緩和です（算定できない理由として最多：特養46.3%・老健52.9%・介護医療院40.3%）

• 「協力医療機関連携加算の要件変更」の取扱いは、令和８年６月の算定分から適用されます。
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④ 協力医療機関連携加算の要件変更

見直し後
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まとめ（施行スケジュール）

いつから始まる？

令和8年6月～
・ 介護職員等処遇改善加算の拡充

・ やむを得ない事情による人員欠如の特例

・ 協力医療機関連携加算の要件変更

食費の基準費用額の見直し令和8年度8月～

（国通知）

「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び

福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

施上の留意事項について」等の一部改正について

https://www.mhlw.go.jp/content/001698614.pdf
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